
様式第1号

記入日 年 月 日

１．申請に係る事項

年 月 日 （ 歳）

〒 －

☑ 保育士登録（必須） ※登録を申請中の場合は、修了又は合格年月日

（ 年 4 月 # 日登録） （ 年 月 日）

□ 幼稚園教諭

□ その他 （ ）

☑ 保育所等への就職によって転居が伴う場合における転居費用 3 年 5 月）

□ 転居先の賃貸物件の借り上げに伴う礼金や仲介手数料

□ 保育所等で使用する被服費

☑ 保育所等の勤務に復帰するに当たり研修等を受けた際の研修費用

☑ 保育所等への通勤に要する移動用自転車等の購入費

☑ その他 （ 練習用の電子ピアノ ）

☑ □

□ □

□ □ □

□ □

☑ 保育士 □ 保育教諭

西暦 年 ✕ 月 ✕ 日

□ なし ☑ あり （ 〇 年 〇 ヶ月）

西暦 年 3 月 31 日

☑ □

□ □ □

2015

記入例

400,000

ア)保育所

ウ)認定こども園

オ)病児保育事業

ク)自治体の単独保育施策の認可外保育施設

エ)家庭的保育事業・小規模保育事業・事業所内保育事業

カ)一時預かり事業

ケ)企業主導型保育事業

キ)離島その他の地域の特例保育施設

保有資格等

※該当するも

のに☑する

2010

施設名 又は

事業所名

実施事業の種別　　※該当するものに☑する

施設 又は 事業

※該当するもの

に☑する

保育士として

の勤務経験

職　　　種

従事開始(予定)日

勤務経験

直近の離職日

※週20時間以上の

保育士又は保育教

諭としての勤務

※休職からの復帰

の場合は対象外

就職予定施設

又は事業所

B)家庭的保育事業

D)事業内保育事業C)小規模保育事業

　　　　〇〇保育所

2022

A)保育所及び幼保連携型認定こども園

E)幼稚園

イ)幼稚園（預かり保育を常時実施 又は 認定こども園へ移行予定）

住　所

自宅電話 携帯電話

申請額 金

555 ✕✕✕✕

　大阪府〇〇市〇〇1丁1番　マンション名101

　　　072-000-0000 　　090-0000-0000

円

借入の目的

※該当するも

のに☑する

（転居日：令和

氏　名

大阪府保育士就職準備金貸付申請書

受付番号

生年月日（西暦）

2022 4 15

フリガナ 　　　オオサカ　ハナコ

　　　大阪　はな子 19✕✕ ✕ ✕ 30

枠内の項目について、正確

に記入してください。

印鑑は不要。

記入した日を書いてください。

住民票と住所が一致

していること。

上限額400,000円。

1,000円単位でご記入ください。

複数の選択可。

領収書の添付等は

必要ありません。

勤務・採用（予定）証明書（様式第2号）

をもとに、記入してください。

転居した日（又は予定日）

を記入してください。

申請期限は、従事開始日より

３カ月以内です。

これまでの勤務経験の有無は

問いませんが、従事していな

い方が、新たに勤務する場合

に貸付対象となります。



）

２．連帯保証人に係る事項

年 月 日 （ 歳）

〒 －

〒 －

必要書類のチェック

☑ ①大阪府保育士就職準備金貸付申請書（本用紙）

☑ ②同意書（※申請者および連帯保証人(予定)が自署・捺印）

☑ ③住民票（※世帯全員記載で、申請日より３カ月以内に発行し、マイナンバーの記載がないもの）

☑ ④保育士証（写）（※保育士登録を申請中の場合は、養成施設を修了又は保育士合格が分かるもの）

☑ ⑤勤務・採用（予定）証明書（様式第２号）

☑ ⑥連帯保証人の収入を証明するもの（※直近の住民税課税証明書や源泉徴収票など）

✕✕✕✕

　　大阪府〇〇市〇〇1丁1番

　　090（1111 ）1111

　　株式会社　〇〇〇 　　072（　000　）1111

555

連

帯

保

証

人

（

予

定

者

）

フリガナ

氏　　名

申請者

との関係

自 宅 住 所

自 宅 電 話

勤務先名

勤務先住所

（申請者氏名 　　　大阪　はな子

✕✕✕✕

携 帯 電 話

勤務先電話

　　072（　000　）0000

　大阪府〇〇市〇〇1丁1番　マンション名101

　　　　オオサカ　タロウ

　　　　大阪　太郎 19✕✕ ✕ ✕ 35

　　　　　　　　　夫

555

生年月日（西暦）

申請日において

６５歳未満の方
印鑑は不要。

封
筒
に
同
封
し
た
提
出
物
に
つ
い
て

チ
ェ
ッ
ク
し
て
く
だ
さ
い
。

手書きで記入する場合は、フリクションペン（こすって消えるもの）や鉛筆は使用しないでください。

連帯保証人の要件

下記の㋐～㋔の要件をすべて満たす方を連帯保証人

としてください。

㋐独立した生計を営んでいる。

㋑住民税が課税されている（現在従事中である）。

㋒日本国内に居住する成年の者である。

㋓申請日において年齢が６５歳未満である。

㋔日本国籍を有する者又は次のいずれかに

該当する者。

①定住者 ②永住者 ③特別永住者

④日本人の配偶者等 ⑤永住者の配偶者等

現在の勤務先を記入してください。

従事してない方は、連帯保証人になることが

できません。連帯保証人ることができません。

申請者と同じ世帯でも可。ただし

独立した生計を営むこと。


